　　　海老名市教育委員会の共催及び後援名義使用承認事務取扱要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、国及び地方公共団体を除く各種団体等が行う教育関係事業・行事(以下「事業等」という。)に対し、海老名市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が共催及び後援をする場合の承認手続き等に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）共催　教育委員会が事業等の企画・運営に参加し、経費又は責任の一部を負担すること。ただし、経費とは補助金や人的支援を指す。

（２）後援　教育委員会が事業等の趣旨に賛同し、経費を伴わず、奨励の意を表して名義の使用を承認することによって支援すること。

（承認の申請）

第３条　教育委員会の共催及び後援の承認を受けようとする団体等（以下「申請者」という。）は、事業等を実施しようとする日の20日前までに、海老名市教育委員会共催等名義使用承認申請書（第1号様式）（以下「申請書」という。）を教育委員会に提出しなければならない。

２　申請にあたっては、次に掲げる資料を添付するものとする。

（１）事業計画書又は参加者募集要領等の事業内容がわかる資料

（２）共催及び後援を受けようとする事業の収支予算書

（３）主催団体の規約

（４）主催団体の構成員名簿

（承認基準等）

第４条　教育委員会は、申請書を受理したときは、次に定める承認基準に基づいて、その内容を審査し、適当と認めた場合は、速やかに申請者に対し海老名市教育委員会共催等名義使用承認通知書（第２号様式）（以下「承認通知書」という。）を交付する。

（１）主催者についての承認基準

学校教育関係団体、社会教育関係団体その他教育委員会が適当と認める団体等で、次に掲げる要件を具備しているもの。

ア　主催者の存在が明らかであること。

イ　役員その他事業関係者の住所、身分が明らかであること。
ウ　事業等を行うことを主たる目的とし、規約、会則等の規定があり、団体の意志が明らかであるもの。

エ　堅実な活動実績を有し、事業遂行の意思と能力が十分あると認められるもの。
（２）事業内容についての承認基準

ア　事業等の目的及び内容が市民の教育、学術、文化、体育等の向上発展又は青少年の健全育成に寄与するもの。

イ　営利を目的としない事業等で商業的行為及び活動をしないもの。ただし、純益の使用目的が学校教育、社会教育又は福祉向上のためにあるものは、この限りでない。

ウ　特定の会員を対象としない一般公開のものであること。

エ　法令及び公序良俗に反しないものであること。

オ　特定の政党、宗教等の利害に関するものではないこと。

カ　特定の主義主張、思想、史観又は立場にくみすると捉えられるものでなく、本市の教育行政の中立性が損なわれないものであること。

キ　入場料、観覧料、参加料等を徴収するときは、その額が適正であること。

ク　その他教育委員会が共催、後援を行うことが不適当と認める要素がないこと。

（３）その他の承認基準

事業等の開催、開設の場所が公衆衛生、災害防止等について十分の設備又は措置が講じられていること。
（承認条件の付加）

第５条　前条の承認通知書には、次の条件をつけなければならない。

（１）申請当時の事業計画に変更があった場合は、直ちに届け出ること。

（２）承認通知書を交付した後においても、虚偽の申請により承認を受けたことが判明した場合又は教育委員会が取り消しを必要と認めた場合は、その承認を取り消すことがある。

（３）前項の場合において、申請者が損害を受けても、教育委員会は、その賠償の責めを負わないものとする。

（４）事業終了後10日以内に事業報告書を提出すること。

（５）事業等開催に伴う経費負担及び一切の責任は申請者が負うものと　する。

（事業報告）

第６条　事業等が終了した場合は、終了後10日以内に海老名市教育委員会事業報告書（第3号様式）に収支決算書（当該事業分で入場料等を徴収した場合に限る。）を添えて、教育委員会に報告しなければならない。

（事務所管課等）

第７条　共催及び後援に関する承認事務は、当該共催及び後援に係る事業等の内容と関係する事務を所掌する課等が行うものとする。

（委任）

第８条　この要綱に定めるもののほか、共催及び後援名義使用承認に関し必要な事項は、教育長が別に定める。
　　　附　則

　この要綱は、令和３年７月１日から施行する。

　《平成28年４月１日・制定》
